
第24回
　

定時株主総会
招集ご通知
　

日　時
　

議　案
　

2026年２月20日（金曜日）午前10時
（受付開始：午前９時）

場　所
愛知県豊橋市駅前大通一丁目55番地
ホテルアークリッシュ豊橋　５階　ザ・グレイス

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）
　　　　　　７名選任の件
第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

証券コード：2734



株 主 各 位 証券コード  2734
2026年１月29日

愛知県豊橋市駅前大通一丁目55番地サーラタワー

代表取締役社長 兼 グループ代表・CEO 神 野 吾 郎

当社ウェブサイト
https://www.sala.jp/ja/ir/stock/meeting.html

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?show=show

第24回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第24回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電
子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブ
サイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所のウェブサイトにも掲載してお
りますので、以下よりご確認ください。

（上記の東京証券取引所のウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「サーラコーポレ
ーション」または、「コード」に当社証券コード「2734」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／
PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認くだ
さい。）
　なお、当日のご出席に代えて、書面またはインターネット等により事前に議決権を行使することができ
ますので、後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、「議決権行使についてのご案内」をご参照いただ
き、2026年２月19日（木曜日）午後５時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあ
げます。
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［書面による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、前記の行使期限までに到着するようご返送く
ださい。
　各議案に対する賛否が表示されていない場合には、会社提案につき賛成の表示があったものとしてお
取り扱いいたします。

［インターネット等による議決権行使の場合］
　当社株主名簿管理人が運営するウェブサイト「株主総会ポータル」、もしくは当社指定の議決権行使
ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、画面の案内に従って、前記の
行使期限までに議案に対する賛否をご入力ください。
　インターネット等による議決権行使に際しましては、５頁の「インターネット等による議決権行使方
法のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。
　なお、議決権行使書面とインターネットによる方法を重複して議決権行使された場合は、インターネ
ットによる議決権行使を有効なものといたします。
　また、インターネットにより複数回数、またはスマートフォンで重複して議決権行使をされた場合
は、最後に行使されたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

敬　具
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■1  日　　時 2026年２月20日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時）

■2  場　　所 愛知県豊橋市駅前大通一丁目55番地
ホテルアークリッシュ豊橋　５階　ザ・グレイス
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

■3  目的事項 報告事項 １．第24期（2024年12月１日から2025年11月30日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結
計算書類監査結果報告の件

２．第24期（2024年12月１日から2025年11月30日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

■4  議決権行使に
　ついてのご案内

４頁に記載の「議決権行使についてのご案内」及び５頁に記載の「インターネット
等による議決権行使方法のご案内」をご参照ください。

株主総会のライブ配信について
◎株主総会の模様につきましては、当社ウェブサイトにおいてライブ配信をいたしますのでご視聴くださ

い。万一、何らかの事情によりライブ配信を行わない場合は、同ページにおいてお知らせいたします。
当社ウェブサイト（https://www.sala.jp/ja/ir/stock/meeting.html）

　

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
◎当社は、法令及び定款第15条の規定に基づき、電子提供措置事項記載書面に記載すべき事項のうち、次に掲げる事項の記載

を省略しています。
【①連結計算書類の「連結注記表」、②計算書類の「個別注記表」】

従いまして、当該書面は、会計監査人が会計監査報告を、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類
の一部であります。

◎電子提供措置事項に修正すべき事情が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト及び東京証券取引所ウェブサイ
トにおいて、その旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載いたします。

　

記

以　上

3



議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次頁の案内に従って、議案に対する
賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年２月20日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2026年２月19日（木曜日）
午後５時30分到着分まで

2026年２月19日（木曜日）
午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

第１、２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

こちらに議案に対する賛否をご記入ください。議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面により議決権を行使された場合の議決権行使書において、各議案に対する賛否が表示されていない場合には、会社提案につき賛成の表示があった
ものとしてお取り扱いいたします。
議決権行使書面とインターネットによる方法を重複して議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効なものといたします。ま
た、インターネットにより複数回数、またはスマートフォンで重複して議決権行使をされた場合は、最後に行使されたものを有効な議決権行使として
お取り扱いいたします。
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インターネット等による
議決権行使方法のご案内

インターネット行使期限
2026年２月19日（木）

午後５時30分まで
　

事前質問受付のご案内 事前質問受付期限　2026年２月13日（金）午後５時30分まで

ご注意事項  
●一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、議決権行使書

用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく
必要があります。

 お問い合わせ

三井住友信託銀行
証券代行ウェブサポート
専用ダイヤル

0120-652-031
（受付時間  9時～21時）

ぜひQ&Aも
ご確認ください。

スマートフォン等による議決権行使方法
2 株主総会ポータル®トップ画
面から「議決権行使へ」ボタン
をタップします。

3 スマート行使®トップ画面が表
示されます。以降は画面の案内
に従って賛否をご入力ください。

1 議決権行使書用紙に記載の
QRコード®を読み取ります。

※QRコードは（株）デンソーウェーブ
の登録商標です。

PC等による議決権行使方法
以下のURLより議決権行使書用紙に記載のログインID・パスワードをご入力のうえアクセスしてください。ログイン
以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。
株主総会ポータルURL　▶https://www.soukai-portal.net
議決権行使ウェブサイトも引き続きご利用いただけます。　▶https://www.web54.net
●機関投資家の皆さまへ
上記のインターネットによる議決権行使のほかに、予め申込みされた場合に限り、株式会社東京証券取引所等が出資する株
式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことができます。

本株主総会においては、株主総会ポータルを通じて、株主の皆さまより議案に関するご質問を事前に承ります。株主総会ポ
ータルにアクセスいただき、トップ画面から「事前質問へ」ボタンをタップ／クリックいただき、画面の案内に従ってご質
問をご入力ください。なお、いただいたご質問に対して、個別に回答はいたしませんのでご了承ください。
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第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件

候補者番号 氏　名 地　位 担　当

1 か み

神
の

野
 

　
ご

吾
ろ う

郎 代 表 取 締 役 社 長  兼
グループ代表・CEO 再 任

　

2 わ た ら い

渡会
 

　
た か

隆
ゆ き

行 常 務 取 締 役 経営戦略本部長 再 任
　

３ す ず

鈴
き

木
 

　
け い

敬
た

太
ろ う

郎 取　締　役 執行役員　エネルギー＆ソリュー
ションズセグメントリーダー 再 任

　

４ お お

大
つ じ

辻󠄁
 

　
さ ち

祥
こ

子 取　締　役 管理本部長 再 任
　

５ い ち

一
りゅう

柳
 

　
よ し

良
お

雄 取　締　役 再 任 社 外 独 立
　

６ お お

大
く

久
ぼ

保
 

　
か ず

和
た か

孝 取　締　役 再 任 社 外 独 立
　

７ あ か

赤
ま

間　
し ん

真
ご

吾 執行役員　プロパティセグメント
リーダー 新 任

　

再 任
　
再任取締役候補者 新 任

　
新任取締役候補者 社 外

　
社外取締役候補者 独 立

　
証券取引所の定めに基づく独立役員

株主総会参考書類

　本総会終結の時をもって、現任取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名全員は、任期満了となりますの
で、あらためて取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会は全ての候補者について適任であると判断しております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

1
　

かみ

神
の

野　
ご

吾
ろう

郎
（1960年 8 月29日生）

    2000年    8 月 ガステックサービス㈱（現サーラエナジー㈱）代表取締役社長
    2002年    5 月 当社代表取締役社長
    2002年    6 月 ㈱中部取締役（現任）
    2006年    3 月 中部瓦斯㈱（現サーラエナジー㈱）代表取締役
    2007年    2 月 サーラカーズジャパン㈱代表取締役会長（現任）
    2012年    3 月 中部瓦斯㈱（現サーラエナジー㈱）代表取締役社長
    2018年    2 月 同社代表取締役会長（現任）
    2020年    2 月 当社代表取締役社長 兼 グループ代表・CEO（現任）
    2021年    2 月 サーラ住宅㈱取締役会長（現任）

(重要な兼職の状況)
武蔵精密工業㈱社外取締役

1,383,587株

(取締役候補者とした理由)
　当社及びグループ会社で長年にわたり経営に携わり、2002年５月の当社設立時より代表取締役社長
として経営を担っております。豊富な経験を有し十分な実績を上げており、優れた経営手腕が発揮され
ることを期待し、引き続き取締役候補者としました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

2
　

わたらい

渡会　
たか

隆
ゆき

行
（1972年 12 月12日生）

    1995年    4 月 ガステックサービス㈱（現サーラエナジー㈱）入社
    2018年    2 月 同社執行役員　E&S本社経営企画部長
    2021年    2 月 サーラエナジー㈱取締役　企画部門担当 兼 経営企画部長
    2021年    12月 同社取締役　ビジネスプロセス改革プロジェクト統括（現任）
    2021年    12月 当社理事　経営戦略本部長 兼 事業企画部長
    2022年    2 月 当社取締役　経営戦略本部長 兼 事業企画部長
    2022年    12月 当社取締役　経営戦略本部長 兼 イノベーション推進部長
    2023年    2 月 当社常務取締役　経営戦略本部長 兼 イノベーション推進部長
    2024年    2 月 当社常務取締役　経営戦略本部長（現任）

13,117株

(取締役候補者とした理由)
　当社及びグループ会社において、エネルギー及び暮らし関連事業の経営に携わり、豊富な経験と実績
を有しております。これらの経験を通じて培った高い見識が、当社の経営に活かされることを期待し、
引き続き取締役候補者としました。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

3
　

すず

鈴
き

木　
けい

敬
た

太
ろう

郎
（1964年 10 月12日生）

    2012年    3 月 中部瓦斯㈱（現サーラエナジー㈱）取締役　浜松支社長 兼 
浜松支店長 兼 磐田営業所長

    2015年    3 月 同社常務取締役　企画・管理部門担当 兼 経営管理部長 兼 
浜松支社長

    2018年    2 月 ガステックサービス㈱（現サーラエナジー㈱）常務取締役 
Ｅ＆Ｓ本社企画部門担当

    2019年    12月 サーラエナジー㈱常務取締役　暮らしのＳＡＬＡ推進部門担当
    2022年    2 月 同社専務取締役　社長補佐 兼 営業統括
    2023年    2 月 同社代表取締役社長（現任）
    2023年    2 月 当社取締役　執行役員　エネルギー＆ソリューションズ

セグメントリーダー（現任）

47,830株

(取締役候補者とした理由)
　グループ会社において都市ガス事業等の経営に携わり、豊富な経験と実績を有しております。これら
の経験を通じて培った高い見識や経営手腕が当社の経営に活かされることを期待し、引き続き取締役候
補者としました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

4
　

おお

大
つじ

辻󠄁　
さち

祥
こ

子
（1972年 1 月 3 日生）

    1994年    4 月 中部瓦斯㈱（現サーラエナジー㈱）入社
    2013年    1 月 当社人事戦略部人事戦略グループマネージャー
    2016年    12月 当社人事戦略部長 兼 人事戦略グループマネージャー
    2019年    12月 当社人事戦略部長
    2021年    2 月 当社執行役員　人事戦略部長
    2024年    2 月 当社取締役　管理本部長（現任）

15,280株

(取締役候補者とした理由)
　当社及びグループ会社において、主に人事・労務に関する豊富な経験と知見を有しております。これ
らの経験を通じて培った高い見識が、当社の経営に活かされることを期待し、引き続き取締役候補者と
しました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

社 外

独 立

5

　

いち

一
りゅう

柳　
よし

良
お

雄
（1946年 1 月 3 日生）

    2000年    7 月 ㈱一柳アソシエイツ代表取締役（現任）
    2003年    2 月 当社社外監査役
    2006年    2 月 当社社外取締役（現任）

(重要な兼職の状況)
㈱一柳アソシエイツ代表取締役
㈱島精機製作所社外取締役

65,900株

(社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要)
　経営全般にわたる高い見識に基づいた経営への監督、助言等を期待しているところ、取締役会で積極
的に助言や提言を行い、経営の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしている
ことから、引き続き社外取締役候補者としました。また、同氏が選任された場合は指名・報酬委員とし
て当社の取締役候補者の選定や取締役の報酬等の決定にあたり、客観的・中立的な立場で関与いただく
予定です。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

社 外

独 立

6

　

おお

大
く

久
ぼ

保　
かず

和
たか

孝
（1973年 3 月22日生）

    2005年    2 月 新日本インテグリティアシュアランス㈱（現EY新日本サス
テナビリティ㈱）常務取締役

    2012年    7 月 新日本有限責任監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）
シニアパートナー

    2016年    2 月 同法人経営専務理事　ERM本部長
    2019年    6 月 ㈱大久保アソシエイツ代表取締役社長（現任）
    2020年    2 月 当社社外取締役（現任）

(重要な兼職の状況)
㈱大久保アソシエイツ代表取締役社長
㈱SS Dnaform代表取締役社長
セガサミーホールディングス㈱社外取締役（監査等委員）
サンフロンティア不動産㈱社外取締役（監査等委員）
㈱ブレインパッド社外取締役（監査等委員）
㈱ＬＩＦＵＬＬ社外取締役
武蔵精密工業㈱社外取締役（監査等委員）

4,500株

(社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要)
　大手監査法人における監査経験からガバナンス、ファイナンスに精通していることに加え、コンプラ
イアンス、ＣＳＲ分野においても豊富な知識と経験を有しております。これらの豊富な見識に基づいた
経営への監督、助言等を期待しているところ、取締役会で積極的に助言や提言を行い、経営の意思決定
の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしていることから、引き続き社外取締役候補者と
しました。また、同氏が選任された場合は指名・報酬委員として当社の取締役候補者の選定や取締役の
報酬等の決定にあたり、客観的・中立的な立場で関与いただく予定です。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

新 任

7
　

あか

赤
ま

間　
しん

真
ご

吾
（1965年 ３ 月 １ 日生）

    1988年    4 月 ㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）入行
    2015年    3 月 SMBC日興証券㈱名古屋事業法人部長
    2019年    3 月 同社理事　名古屋事業法人部長
    2020年    4 月 中部ガス不動産㈱（現サーラ不動産㈱）入社　常勤顧問
    2020年    7 月 同社専務取締役　社長補佐 兼 開発本部長
    2022年    2 月 同社代表取締役社長（現任）
    2022年    2 月 当社執行役員　プロパティセグメントリーダー（現任）

０株

(取締役候補者とした理由)
　金融機関における長年の業務経験から財務戦略及び資本政策に精通していることに加え、グループ会
社において、不動産事業等に関する豊富な経験と知見を有しております。これらの経験を通じて培った
高い見識が、当社の経営に活かされることを期待し、新たに取締役候補者としました。
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（注）１.  各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 一柳良雄及び大久保和孝の両氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は両氏を東京証券取引所及び名古屋証券取引所の

定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。なお、両氏の再任が承認可決された場合には、引き続き独
立役員とする予定であります。

３. 社外取締役候補者に関する事項は次のとおりであります。
(1)　社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数

　一柳良雄氏は現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって20年になります。
　大久保和孝氏は現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって６年になります。

(2)　社外取締役との責任限定契約の内容の概要
　当社は、一柳良雄及び大久保和孝の両氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任
を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額とし
ております。なお、両氏の再任が承認可決された場合には、当社は両氏との間の上記契約を継続する予定であります。

4.  役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
  　　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「D&O保険」といいます。）契約を保険会社との

間で締結し、当社グループの全役員（取締役、監査役及び執行役員）がその職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任
の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除
きます。）をD&O保険により填補することとしております。現任の取締役である候補者は、D&O保険の被保険者に含められて
おり、各候補者が選任され就任した場合には、いずれもD&O保険の被保険者に含められることとなります。D&O保険の保険料
は当社が全額負担しております。なお、現行のD&O保険の契約期間は１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議
の上、契約を更新する予定であります。
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第2号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

１
　

たけ

武
かわ

川　
ひろ

裕
き

樹
（1966年 5 月20日生）

    1991年    4 月 ガステックサービス㈱（現サーラエナジー㈱）入社
    2009年    12月 当社総務部総務グループマネージャー
    2018年    12月 当社総務部長 兼 総務グループマネージャー
    2021年    12月 当社総務部長
    2022年    12月 当社監査部長
    2024年    2 月 当社取締役（常勤監査等委員）（現任）

15,200株

(監査等委員である取締役候補者とした理由)
　当社及びグループ会社において、主に総務・法務部門に関する豊富な経験と知見を有しております。
これらの経験を通じて培った高い見識が、当社の経営に対する監査・監督機能強化に活かされることを
期待し、引き続き監査等委員である取締役候補者としました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

社 外

独 立

２

　

あ

安
がた

形　
てつ

哲
お

夫
（1953年 ４ 月26日生）

    2004年    6 月 トヨタ自動車㈱常務役員
    2008年    6 月 同社専務取締役
    2011年    6 月 ㈱豊田自動織機代表取締役副社長
    2013年    6 月 ㈱ジェイテクト代表取締役社長
    2022年    2 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

0株

(監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要)
　長年にわたり自動車製造業等の経営に携わり、豊富な経験と実績を有しております。これらの経験を
通じて培った高い見識が、当社の経営に対する監査・監督機能強化に活かされることを期待し、引き続
き監査等委員である社外取締役候補者としました。また、同氏が選任された場合は指名・報酬委員とし
て当社の取締役候補者の選定や取締役の報酬等の決定にあたり、客観的・中立的な立場で関与いただく
予定です。

　本総会終結の時をもって、現任の監査等委員である取締役３名全員は、任期満了となりますので、あらためて監査
等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

新 任

社 外

独 立

３

　

たに

谷　
み

美
ゆ

由
き

紀
（戸籍上の氏名：

村木　美由紀）
（1967年 11 月４日生）

    2004年    7 月 UCJ債権回収㈱ジェネラル・マネージャー
    2006年    1 月 ㈱ユニファイド・キャピタル・ジャパン代表取締役副社長
    2008年    11月 ㈱パノラマ・ホスピタリティ チーフファイナンシャルオフ

ィサー・アジアパシフィック
    2011年    11月 モルガン・スタンレー・キャピタル㈱

エグゼクティブ・ディレクター
    2015年    10月 グランホテル・オペレーションズ㈱代表取締役社長
    2016年    6 月 エム・エス・ジャパン・リート・ホールディング㈱監査役
    2020年    4 月 公益財団法人米日カウンシル―ジャパン理事（現任）
    2024年    6 月 PEREGRINE CONSULTING㈱代表取締役（現任）

0株

(重要な兼職の状況)
デザイン２シンク㈱代表取締役
ASA Platform㈱代表取締役
PEREGRINE CONSULTING㈱代表取締役
クリアル㈱社外取締役

(監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要)
　米国公認会計士として財務・会計に精通していることに加え 、不動産投資、IT・DX分野においても
豊富な知見と経験を有しております 。これらの経験を通じて培った高い見識が、当社の経営に対する
監査・監督機能強化に活かされることを期待し、新たに監査等委員である社外取締役候補者としまし
た。また、同氏が選任された場合は指名・報酬委員として当社の取締役候補者の選定や取締役の報酬等
の決定にあたり、客観的・中立的な立場で関与いただく予定です。

（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 安形哲夫及び谷美由紀の両氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は安形哲夫氏を東京証券取引所及び名古屋証券取引

所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。なお、同氏の再任が承認可決された場合には、引き続
き独立役員とする予定であります。また、谷美由紀氏の選任が承認可決された場合には、当社は同氏を独立役員として指定し、
両取引所に届け出る予定であります。

３. 社外取締役候補者に関する事項は次のとおりであります。
（1）社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数

　安形哲夫氏は現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって４年になります。
（2）社外取締役との責任限定契約の内容の概要

　当社は、安形哲夫氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を
締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。な
お、同氏の再任が承認可決された場合には、当社は同氏との間で上記契約を継続する予定であります。また、谷美由紀氏の選任
が承認可決された場合には、当社は同氏との間で同内容の契約を締結する予定であります。
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4. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「D&O保険」といいます。）契約を保険会社との
間で締結し、当社グループの全役員（取締役、監査役及び執行役員）がその職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任
の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除
きます。）をD&O保険により填補することとしております。現任の取締役である候補者は、D&O保険の被保険者に含められて
おり、各候補者が選任され就任した場合には、いずれもD&O保険の被保険者に含められることとなります。D&O保険の保険料
は当社が全額負担しております。なお、現行のD&O保険の契約期間は１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議
の上、契約を更新する予定であります。

　当社は、以下の各号のいずれにも該当しない場合に、当該候補者が独立性を有するものと判断します。

１．当社または当社子会社（以下、当社グループ）の重要な業務執行者（注１）
２．当社グループを主要な取引先とする者（注２）またはその重要な業務執行者
３．当社グループの主要な取引先（注３）またはその重要な業務執行者
４．当社の大株主（注４）またはその重要な業務執行者
５．当社グループの会計監査人または監査法人の社員等である者
６．当社グループから役員報酬以外に、多額の金銭（注５）その他の財産を得ているコンサルタント、法律専門家、会計専門家等
７．当社グループから多額の寄付（注６）を受けている者またはその重要な業務執行者
８．上記１．から７．に掲げる者の配偶者または２親等以内の親族
９．前各号にかかわらず、当社と利益相反関係が生じうる事由が存在する者

（注）
１：「重要な業務執行者」とは、業務執行取締役、執行役員、部長格以上の重要な使用人をいう
２：「当社グループを主要な取引先とする者」とは、その者の直近事業年度における連結売上高の２％以上の支払いが当社グループ

にある取引先をいう
３：「当社グループの主要な取引先」とは、直近事業年度における連結売上高の２％以上の支払いがある取引先をいう
４：「大株主」とは、総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者をいう
５：「多額の金銭」とは、過去３事業年度の平均で1,000万円以上、団体の場合は年間収入の２％を超える額をいう
６：「多額の寄付」とは、過去３事業年度の平均で1,000万円を超える寄付をいう

（ご参考１）社外役員の独立性判断基準
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氏名 性別
専門性及び経験の発揮を期待する分野

企業経営 営業・
マーケティング 財務・会計 人事・労務

法務・
コンプライアンス・
リスクマネジメント

IT・DX ESG・
サステナビリティ

神野 吾郎
代表取締役社長　兼
グループ代表・CEO

男性 ● ● ●

渡会 隆行
代表取締役常務

男性 ● ● ●

鈴木 敬太郎
取締役

男性 ● ● ●

大辻󠄁 祥子
取締役

女性 ● ● ●

赤間 真吾
取締役

男性 ● ● ●

一柳 良雄
社外取締役

男性 ● ● ●

大久保 和孝
社外取締役

男性 ● ● ●

武川 裕樹
取締役（常勤監査等委員）

男性 ● ● ●

安形 哲夫
社外取締役（監査等委員）

男性 ● ● ●

谷 美由紀
社外取締役（監査等委員）

女性 ● ● ●

（ご参考２）当社取締役のスキル・マトリックス
　当社は、サーラグループ2030年ビジョンを実現する上で当社取締役会として特に重要な分野を下表のとおり定め、各分
野について知見を有する人材を取締役候補者として指名を行っています。本定時株主総会終了後の経営体制は、下表のとお
りとなる予定であります。また、スキル・マトリックスにつきましては、各取締役について特に専門性及び経験の発揮を期
待する分野を３つ記載しており、各取締役が有する全ての知見や経験を表すものではありません。

以　上
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事業報告（2024年12月１日から2025年11月30日まで）

1 企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善が進み、緩やかな回復基調で推移したものの、中東情勢
の緊迫化をはじめとする地政学リスクの高まりや米国政権の通商政策の影響が懸念されるなど、景気の先行きは依
然として不透明な状況が続きました。

このような状況のなか、サーラグループは、2023年11月期を初年度とする第５次中期経営計画における重点戦
略『ライフクリエイティブ事業ユニット※でのサービス・事業開発と事業形態の変革』、『期待を上回る「顧客体
験」を通じてブランド価値を高める』、『グループ内外との「共創」による事業創造』、『既存事業分野の収益力
向上』、『「自ら考え、行動する」人が集う組織風土への変革』への取組みに注力しました。同計画の最終年度と
なる当連結会計年度は、グループ内外との連携・共創や積極的な成長投資による新しい価値の創造を進めるととも
に、リフォーム事業をはじめとする住まい、暮らしの事業領域の飛躍的な成長に向けて各施策に取り組みました。

エネルギー＆ソリューションズ事業のサーラエナジー株式会社は、デジタル技術の活用による業務の変革を図
り、お客さま一人ひとりに合わせた質の高いサービスを提供するため、次期基幹システムの構築及び導入準備を進
めました。

また、同社は2023年より建設を進めていた静岡県浜松市の系統用蓄電所、愛知県豊橋市の再エネ併設型蓄電所
を2025年10月に稼働開始し、同地域における電力の安定供給に向けた取組みを開始しました。

エンジニアリング＆メンテナンス事業におきましては、省エネ・創エネ設備やZEB（ネット・ゼロ・エネルギ
ー・ビル）化に関するソリューション提案を積極的に展開し、新規顧客開拓による取引拡大を推進しました。

ハウジング事業のサーラ住宅株式会社は、ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）基準に対応した注文住宅
商品「ＳＩＮＫＡ（シンカ）」シリーズの最上位モデルとして、国内最高水準の断熱等性能等級７に対応したフラ
ッグシップ商品「ＳＩＮＫＡ ＫＩＷＡＭＩ（キワミ）」を、2025年１月に販売開始しました。

アニマルヘルスケア事業の株式会社アスコは、倉庫業務及び配送業務をサーラ物流株式会社に委託し、営業活動
から配送業務を分離することによる組織的な営業力の強化に取り組みました。

プロパティ事業のサーラ不動産株式会社は、不動産投資事業を新たな成長戦略の柱に位置付け、将来的な不動産
証券化ビジネスへの参入を見据えて、不動産投資の拡大に注力しました。
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第23期
（2024年11月期）

第24期
（2025年11月期） 前連結会計年度比

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 増減率

売上高 240,498 251,533 11,035増 4.6％増

営業利益 6,308 7,381 1,072増 17.0％増

経常利益 8,193 9,927 1,733増 21.2％増

親会社株主に帰属する当期純利益 5,249 5,870 621増 11.8％増

新たな成長投資の取組みの一つとして、当社は住宅リフォーム事業等を展開する株式会社安江工務店に対する株
式公開買付け（TOB）を実施し、2024年12月に同社を連結子会社化しました。当連結会計年度は、シナジー発揮
のためのプロジェクトを運営し、住まい、暮らしの事業領域のさらなる成長を目指して顧客基盤の相互活用や組織
体制の見直しなどに着手しました。

なお、カーボンニュートラル推進に向けた取組みの一環として、サーラグループは豊橋駅前の複合商業施設「コ
コラフロント」において、再生可能エネルギー由来の電気の利用に加え、2025年８月よりカーボンクレジット・
非化石証書を活用した電気・ガスの利用を開始し、ホテルアークリッシュ豊橋を含む所有施設全体のカーボンニュ
ートラル化を達成しました。

当連結会計年度の経営成績につきましては、エンジニアリング＆メンテナンス事業及びハウジング事業が増収と
なったことから、売上高は前連結会計年度比4.6％増の251,533百万円となりました。利益面はエネルギー＆ソリ
ューションズ事業及びエンジニアリング＆メンテナンス事業が大幅な増益となったため、営業利益は前連結会計年
度比17.0％増の7,381百万円となりました。経常利益は営業外収益の為替予約に係るデリバティブ評価益が増加し
たことから、前連結会計年度比21.2％増の9,927百万円となり、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計
年度比11.8％増の5,870百万円となりました。

※「ライフクリエイティブ事業ユニット」は、エネルギー事業以外の暮らしの事業領域を指します。
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エネルギー＆ソリューションズ事業

売上高 120,870百万円
（前連結会計年度比1.1％増）

営業利益 4,287百万円
（前連結会計年度比44.6％増）

　

　暮らしの分野では省エネ診断を通じたリフォーム提
案、また、ビジネスの分野ではカーボンニュートラル
化や生産性向上に向けた提案に注力した結果、器具・
工事の販売が増加しました。上記に加え、家庭用、業
務用の都市ガス販売量が増加したため、売上高は増加
しました。利益面は、都市ガスの売上総利益が増加し
たことに加え、バイオマス発電所の順調な稼働が寄与
しました。また、販売費及び一般管理費の低減に努め
たことから、営業利益は大幅に増加しました。

48.1％

売上構成比

エンジニアリング＆メンテナンス事業

売上高 35,264百万円
（前連結会計年度比7.8％増）

営業利益 3,454百万円
（前連結会計年度比30.6％増）

　

　設備工事、建築及びメンテナンスの各部門において
受注が好調に推移し、完成工事が増加したため、売上
高は増加しました。利益面は、完成工事高の増加に加
え、プロセス管理の継続的な改善に取り組み、完成工
事粗利益が増加したことから、営業利益は大幅に増加
しました。 14.0％

売上構成比

ハウジング事業

売上高 44,853百万円
（前連結会計年度比25.9％増）

営業利益 912百万円
（前連結会計年度比22.1％増）
　

　住宅販売部門はＳＩＮＫＡ（シンカ）シリーズの受
注が伸長し、注文住宅の販売棟数が増加しました。ま
た、住宅部資材加工・販売部門はハウスメーカー、工
務店など取引先からの受注が増加しました。上記に加
え、当期より株式会社安江工務店の実績を反映したこ
とから、売上高、営業利益はともに増加しました。 17.8％

売上構成比

　セグメント別の概況は次のとおりです。

17



カーライフサポート事業

売上高 17,955百万円
（前連結会計年度比4.9％増）

営業損失 629百万円
（前連結会計年度は
営業利益64百万円）

　

　国内への輸入自動車の入荷が回復したことに伴い、
新車販売台数は増加しました。また、これまで販売用
に仕入れていた中古車の在庫処分を進めたため、売上
高は増加しました。利益面は、上記の在庫処分の影響
に加え、フォルクスワーゲンの中古車販売台数の大幅
な減少により売上総利益が減少したことから、営業損
失を計上しました。

7.1％

売上構成比

アニマルヘルスケア事業

売上高 23,416百万円
（前連結会計年度比8.3％減）

営業損失 566百万円
（前連結会計年度は

営業利益138百万円）
　

　畜産部門は動物用医薬品等の受注が堅調に推移した
ものの、ペット関連部門において仕入先の商流変更に
より療法食の取扱いがなくなったことから、売上高は
減少しました。利益面は、上記の商流変更の影響に加
え、事業構造改革に伴い販売費及び一般管理費が増加
したため、営業損失を計上しました。 9.3％

売上構成比

プロパティ事業

売上高 7,347百万円
（前連結会計年度比9.6％減）

営業利益 405百万円
（前連結会計年度比0.0％減）

　

　前期に完成した分譲マンションの販売が前期中に大
きく進捗したことにより、当期の販売戸数が減少した
ことから、売上高は減少しました。利益面は、上記の
分譲マンション販売戸数減少の影響があったものの、
自社保有資産の売却や買取再販が増加したため、営業
利益は前期並みとなりました。 2.9％

売上構成比

②　設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は、12,196百万円で、主要なものは基幹システムの再構築を目的とし
たソフトウェア開発費用2,513百万円、導管の取得2,119百万円、蓄電所の建設費用1,286百万円であります。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度における資金調達の状況につきましては、特記すべき事項はありません。
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234,848

第21期
（2022年11月期）

242,059

第22期
（2023年11月期）

240,498

第23期
（2024年11月期）

251,533

第24期
（2025年11月期）

（単位：百万円）売上高

8,601

第21期
（2022年11月期）

7,870

第22期
（2023年11月期）

8,193

第23期
（2024年11月期）

9,927

第24期
（2025年11月期）

（単位：百万円）経常利益

5,682

第21期
（2022年11月期）

6,099

第22期
（2023年11月期）

5,249

第23期
（2024年11月期）

5,870

第24期
（2025年11月期）

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

188,417

73,355

第21期
（2022年11月期）

189,267

78,645

第22期
（2023年11月期）

202,281

85,618

第23期
（2024年11月期）

218,345

93,567

第24期
（2025年11月期）

総資産/純資産 （単位：百万円）

89.12

第21期
（2022年11月期）

95.46

第22期
（2023年11月期）

81.90

第23期
（2024年11月期）

91.44

第24期
（2025年11月期）

（単位：円）１株当たり当期純利益

1,128.69

第21期
（2022年11月期）

1,206.92

第22期
（2023年11月期）

1,308.63

第23期
（2024年11月期）

1,428.22

第24期
（2025年11月期）

（単位：円）１株当たり純資産額

第21期
（2022年11月期）

第22期
（2023年11月期）

第23期
（2024年11月期）

第24期
（当連結会計年度）
（2025年11月期）

売上高 (百万円) 234,848 242,059 240,498 251,533
経常利益 (百万円) 8,601 7,870 8,193 9,927
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 5,682 6,099 5,249 5,870
1株当たり当期純利益 (円) 89.12 95.46 81.90 91.44
総資産 (百万円) 188,417 189,267 202,281 218,345
純資産 (百万円) 73,355 78,645 85,618 93,567
1株当たり純資産額 (円) 1,128.69 1,206.92 1,308.63 1,428.22

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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会社名 資本金
（百万円）

当社の議決権比率
（％） 主要な事業内容

サーラエナジー株式会社 3,162 100.0 都市ガス、LPガス、石油製品、高圧ガ
ス及び関連機器の販売

株式会社中部 2,322 100.0 建設事業、建設用資材などの製造・販
売及び情報通信関連事業

サーラカーズジャパン株式会社 489 100.0 輸入自動車販売等

サーラ住宅株式会社 300 100.0 注文住宅の請負、建物のリフォーム請
負

株式会社アスコ 90 100.0
（0.2） 動物用医薬品・畜産用機器の販売

サーラ不動産株式会社 90 100.0 不動産賃貸・売買・仲介・投資等

特定完全子会社の名称 特定完全子会社の住所 当事業年度末日における
特定完全子会社の株式の帳簿価額

サーラエナジー株式会社 愛知県豊橋市駅前大通一丁目55番地
サーラタワー 30,698百万円

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）１. 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
２. 議決権比率は小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。
３. 議決権比率欄の（　）内は、間接所有の割合を内書で示しております。

③　事業年度末日における特定完全子会社の状況

（注）当事業年度末日における当社の総資産額は、113,620百万円であります。
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⑷　対処すべき課題
サーラグループは、1909年の創業以来、一貫してお客さまの暮らしやビジネスを支え地域社会とともに発展を

続け、３年後の2029年には創業120周年という大きな節目を迎えます。現在、私たちは実現したい未来を2030
年ビジョン「私のまちにＳＡＬＡ、暮らしとともにＳＡＬＡ」として掲げています。同ビジョンの実現に向け
て、第５次中期経営計画（2023年11月期～2025年11月期）では、サーラグループ内外における連携、共創に取
り組みました。今般、この取組みをさらに加速させるとともに、2030年のその先を見据えて、これまでの延長線
上ではなく抜本的な変革が必要であるという認識に立ち、新たに第６次中期経営計画（2026年11月期～2030年
11月期）を策定しました。

【第６次中期経営計画の概要】

　第６次中期経営計画では、交差・連携・共創、そして変革（Transformation）による新たな価値創造を「Ｘ
（Ｃｒｏｓｓ）」と定義し、創業120周年を控えるとともに、2030年ビジョンの数値目標は連結営業利益120億
円であることから、この「120」を掛け合わせて、同計画の基本方針は「Ｘ（Ｃｒｏｓｓ）“120”」と定めまし
た。『「暮らしのＳＡＬＡ」「ビジネスのＳＡＬＡ」のビジネスモデル確立』、『新たな価値創造による事業の創
出』、『既存事業の収益力向上と経営改革』、『人口減少（人手不足）・賃金上昇時代における価値提供の源泉と
なる人材の採用・育成・定着とエンゲージメントの向上』、『ＤＸ推進による生産性向上と新たな顧客価値の創
出』という５つの重点戦略を掲げ、ビジネスモデルの変革と新たな価値創造の取組みを一層推進し、お客さまの暮
らしとビジネスにおいて信頼される地域ブランドの確立に向けて持続的な成長を実現することにより、2030年ビ
ジョンの達成を目指します。

１.重点戦略
［重点戦略１］「暮らしのＳＡＬＡ」「ビジネスのＳＡＬＡ」のビジネスモデル確立
　　サーラグループ内におけるシナジーの最大化を目指して、顧客基盤や保有資産の活用により成長を加速しま
す。また、ひとつのＳＡＬＡとして一体的な事業展開を見据えた組織体制の見直しなどにより、各事業領域にお
いてお客さま視点で最適なビジネスモデルを構築します。
　（１）お客さま視点で最適なビジネスモデルの構築
　　　①ストック住宅ビジネスモデルの構築
　　　②スマートエネルギー・ファシリティソリューションビジネスの構築
　　　③グループ総合力を活かした最適なソリューション提案の実施
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［重点戦略２］新たな価値創造による事業の創出
　　社会課題や顧客課題の解決に加え、暮らしやすさ（Well-being）に資する新たな価値創造に向けて挑戦しま
す。特に食・農事業は生産から流通、加工、販売、消費におけるフードバリューチェーンにおいて高付加価値を
創出するとともに、持続可能な農業への構造転換に挑戦します。
　（１）既存事業周辺・関連領域への展開
　　　①電力事業の拡大
　　　②不動産投資事業の拡大
　（２）食・農事業の開発並びに新規事業分野への挑戦

［重点戦略３］既存事業の収益力向上と経営改革
　　各事業において商品力やサービス品質向上に取り組むことにより、2028年までに各事業の業界水準を上回る
営業利益率を達成するとともに、2030年に連結営業利益率4.0%を実現します。
　（１）各事業の業界水準を上回る営業利益率の達成（2028年）

［重点戦略４］人口減少（人手不足）・賃金上昇時代における価値提供の源泉となる人材の採用・育成・定着と
　　　　　　　エンゲージメントの向上
　　サーラグループの変革（Transformation）を牽引する人材や専門性の高い人材を確保し、育成を強化すると
ともに、成長分野への戦略的な人的資本の配置を行うことにより、多様な人材、働き方が新たな価値を創出する
組織を実現します。
　（１）戦略的人材配置による事業成長の加速
　（２）次世代リーダーと専門人材の計画的育成
　（３）エッセンシャルワーカーの確保
　（４）多様な人材の確保と活躍推進による組織活性化

［重点戦略５］DX推進による生産性向上と新たな顧客価値の創出
　　生成AI等のデジタル技術を活用して業務プロセスの改革を図り、生産性を飛躍的に向上させることにより、高
付加価値業務へシフト（DX１）、お客さまの期待を上回る顧客体験を伴うデジタルサービスの活用（DX２）、
デジタルを活用した新たな価値創造（DX３）へ取り組みます。
　（１）全社業務プロセスの変革による生産性の飛躍的向上
　（２）顧客接点のデジタル化とデータ活用による顧客体験価値の創出
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セグメント別の重点取組みは次のとおりです。

２.セグメント別の重点取組み
（エネルギー＆ソリューションズ）
・「暮らしのリフォーム事業」、「ビジネスのトータルソリューション事業」、「電力事業」の３つの成長分野を
2030年までに新たな収益の柱として成長させることにより、事業ポートフォリオを変革させるとともに、グル
ープシナジーの最大化に取り組みます。

・2026年に予定する新基幹システムの運用開始を契機として、業務プロセスの抜本的な改革に取り組むととも
に、顧客データに基づいたきめ細かな提案により、お客さまに対する提供価値の最大化を目指します。

（エンジニアリング＆メンテナンス）
・中長期的な収益力の増大を見据えて、従来の会社別ではなく部門別のマネジメント体制を構築することにより、
生産性のさらなる維持向上に取り組みます。

・サーラグループ内の連携による一貫したサービス提供モデルの確立に加え、ドローンなどのＩＴ技術の活用によ
る施工能力の向上に取り組み、受注の拡大を図ります。

（ハウジング）
・住宅販売部門は、集客から土地の確保、設計、デザイン、建設、アフターメンテナンスに至る業務プロセスを一
新し、新築住宅の事業基盤の再構築に取り組みます。また、木造非住宅事業の確立やストックビジネスの再構築
により、事業領域と事業エリアの拡大を目指します。

・住宅部資材加工・販売部門は、新築、リフォームともに全工程をワンストップで提供できるサービス体制の確立
を目指します。また、首都圏における新規顧客の獲得に注力するとともに、名古屋から関西圏の物流網の構築や
新たな事業エリアへの展開を検討します。

・株式会社安江工務店は、デジタル販促の最適化と技術部門の採算管理強化を進め、リフォーム部門の利益率向上
を推進するとともに、事業エリア拡大を図ります。

（カーライフサポート）
・エリアや店舗特性を最大限活かした店舗ネットワーク戦略を再構築するとともに、車両資産のシステム管理、
KPI（重要業績評価指標）導入による収益マネジメントの強化に取り組むことにより持続可能な事業モデルを確
立します。

・BEV（バッテリー式電気自動車）の販売体制の構築やBEV充電サービスの事業化など、モビリティを基軸とした
新たなビジネスモデルの構築を目指します。
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第24期　実績
（2025年11月期）

第29期　目標
（2030年11月期）

売 上 高 2,515億円 3,000億円
営 業 利 益 73億円 120億円
当 期 純 利 益 58億円 84億円
売 上 高 営 業 利 益 率 2.9％ 4.0％
ＲＯＥ（自己資本当期純利益率） 6.7％ 10.0％
ＲＯＩＣ（投下資本利益率） 3.8％ 6.0％

（アニマルヘルスケア）
・倉庫業務の集約化により整えた全国の物流網と、挑戦を称賛する組織風土づくり及び社員の成長と挑戦を加速さ
せる人材育成を通じて営業力に磨きをかけることにより、独自の動物医療専門商社を目指します。

・顧客密着の営業スタイルを強化し、全国展開に向けた営業体制を確立するとともに、社員同士の共育システムに
よる営業力の強化、顧客接点の複線化による信頼関係の深化などにより、営業基盤を再構築します。

（プロパティ）
・不動産証券化ビジネスに取り組むことにより不動産投資事業の確立を図るとともに、事業承継提案など新分野へ
進出し、収益の拡大に挑戦します。

・東三河フードバレー構想の前進に向けて、インバウンド向け事業の構築や東三河地域と連携した企画、商品開発
を推進し、まちづくりと地域の発展に貢献します。

３.経営数値目標

　　　　（注）第29期目標には、為替予約に係るデリバティブ評価損益の影響を織り込んでおりません。

サーラグループは、これらの取組みを通じて株主さまの期待に応えるべく今後も成長を続けてまいりますので、
株主の皆さまにおかれましては、引き続きご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

24



⑸　主要な事業内容（2025年11月30日現在）

事業区分 主要な商品・製品・役務

エネルギー＆ソリューションズ事業
都市ガス、LPガス、石油製品、高圧ガス及び関連機器の販売、電気供給事
業、熱供給事業、暮らしのサービスに関する事業、石油類輸送、一般貨物
運送等

エンジニアリング＆メンテナンス事業 土木工事、建築工事、建設用資材の製造・販売、設備工事、設備メンテナ
ンス、情報通信関連設備工事等

ハウジング事業 注文住宅の請負、建物のリフォーム請負、不動産の売買・賃貸借・仲介・
管理、建築資材・住設機器等の販売等

カーライフサポート事業 輸入自動車の販売・整備等

アニマルヘルスケア事業 動物用医薬品・畜産用機器の販売、動物用飼料添加物の販売

プロパティ事業 不動産賃貸・売買・仲介・投資、マンション分譲、ホテル、料飲事業等
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⑹　主要な拠点等（2025年11月30日現在）

当社及び子会社 所在地

当社 本社：愛知県豊橋市

サーラエナジー株式会社
（エネルギー＆ソリューションズ事業）

本社：愛知県豊橋市
東三河支社（愛知県豊橋市）、浜松支社（静岡県浜松市）、豊橋供給セ
ンター（愛知県豊橋市）、浜松供給センター（静岡県浜松市）、豊橋事
業所（愛知県豊橋市）、浜松事業所（静岡県浜松市）、名古屋事業所
（愛知県西尾市）、静岡事業所（静岡県静岡市、三島市、掛川市）

株式会社中部
（エンジニアリング＆メンテナンス事業）

本社：愛知県豊橋市
浜松支店（静岡県浜松市）、西三河支店（愛知県岡崎市）、名古屋支
店（愛知県名古屋市）、東京支店（東京都千代田区）

サーラ住宅株式会社
（ハウジング事業）

本社：愛知県豊橋市
豊橋支店（愛知県豊橋市）、名古屋支店（愛知県名古屋市）、名古屋
東支店（愛知県岡崎市）、浜松支店（静岡県浜松市）

サーラカーズジャパン株式会社
（カーライフサポート事業）

本社：愛知県豊橋市
フォルクスワーゲン店10店舗（愛知県下２店舗、静岡県下５店舗、東
京都下３店舗）
アウディ店３店舗（愛知県下１店舗、静岡県下２店舗）

株式会社アスコ
（アニマルヘルスケア事業）

本社：愛知県豊橋市
東京本社（東京都中央区）、東日本支店（東京都中央区）、西日本支
店（大阪府大阪市）

サーラ不動産株式会社
（プロパティ事業）

本社：愛知県豊橋市
ホテルアークリッシュ豊橋（愛知県豊橋市）
事業所（愛知県豊橋市、愛知県豊川市、静岡県浜松市）
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⑺　使用人の状況（2025年11月30日現在）

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減

エネルギー＆ソリューションズ事業 1,796名 ( 408名) 29名増加（ 15名減少)

エンジニアリング＆メンテナンス事業 676名 ( 90名) 31名増加（ 11名減少)

ハウジング事業 716名 ( 125名) 214名増加（ 44名増加)

カーライフサポート事業 254名 ( 45名) 10名減少（ ー)

アニマルヘルスケア事業 280名 ( 10名) 45名減少（ 38名減少)

プロパティ事業 251名 ( 325名) 13名減少（ 14名減少)

その他 134名 ( 37名) 3名増加（ 2名減少)

全社（共通） 65名 ( 6名) ー（ ー)

合　　計 4,172名 ( 1,046名) 209名増加（ 36名減少)

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

65名 ー 42歳0カ月 16年0カ月

①　企業集団の使用人の状況

（注）1．使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）に年間の平均人員を外書しております。
2．当連結会計年度において、株式会社安江工務店の株式を取得したことにより、同社及び同社の子会社４社を連結の範囲に含めておりま

す。これに伴い、ハウジング事業の従業員数は、前連結会計年度末に比べて214名増加しております。

②　当社の使用人の状況

（注）平均勤続年数は、出向元会社での勤続年数を通算しております。
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⑻　主要な借入先の状況（2025年11月30日現在）

借入先 借入額（百万円）

株式会社三菱UFJ銀行 12,826

株式会社三井住友銀行 10,410

株式会社静岡銀行 9,726

三井住友信託銀行株式会社 4,975

株式会社日本政策投資銀行 2,800

浜松磐田信用金庫 2,726

株式会社十六銀行 2,380

株式会社京都銀行 1,682

株式会社みずほ銀行 1,262

株式会社あいち銀行 1,240
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２ 会社の現況
⑴　株式の状況（2025年11月30日現在）

①　発行可能株式総数 120,000,000株

個人・その他
48.10%金融機関

34.22%

証券会社
0.45%

国内法人
9.66%

自己株式
0.02%

＜ご参考＞
所有者別
株　　式
分布状況

外国法人等
7.55%

②　発行済株式の総数 66,041,147株
（自己株式14,209株を含む）

③　株主数 15,722名
④　大株主（上位10名）

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

サーラコーポレーション従業員持株会 4,827 7.3
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,075 6.2
三井住友信託銀行株式会社 2,920 4.4
株式会社三菱UFJ銀行 2,592 3.9
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,303 3.5
サーラエナジー共栄会 2,248 3.4
株式会社静岡銀行 2,180 3.3
株式会社三井住友銀行 1,414 2.1
神野　吾郎 1,383 2.1
明治安田生命保険相互会社 1,201 1.8
（注）持株比率は自己株式（14,209株）を控除して計算しております。なお、自己株式には役員向け株式交付信託の信託財産として株式会社日

本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式1,810千株は含まれておりません。

29



氏名 地位及び担当 重要な兼職の状況

神 野 吾 郎 代 表 取 締 役 社 長  兼
グ ル ー プ 代 表 ・ C E O 武蔵精密工業㈱社外取締役

渡 会 隆 行 常 務 取 締 役 経営戦略本部長

榑 林 孝 尚 取 　 　 締 　 　 役 執行役員　エンジニアリング＆
メンテナンスセグメントリーダー

鈴 　 木 　 敬 太 郎 取 　 　 締 　 　 役 執行役員　エネルギー＆ソリュー
ションズセグメントリーダー

大 辻󠄁 祥 子 取 　 　 締 　 　 役 管理本部長

一 柳 良 雄 取 　 　 締 　 　 役 ㈱一柳アソシエイツ代表取締役
㈱島精機製作所社外取締役

大 久 保 　 和 　 孝 取 　 　 締 　 　 役

㈱大久保アソシエイツ代表取締役社長
㈱SS Dnaform代表取締役社長
セガサミーホールディングス㈱社外取締役
（監査等委員）
サンフロンティア不動産㈱社外取締役
（監査等委員）
㈱ブレインパッド社外取締役（監査等委員）
㈱ＬＩＦＵＬＬ社外取締役
武蔵精密工業㈱社外取締役（監査等委員）

武 川 裕 樹 取 締 役
（常勤監査等委員）

村 　 松 　 奈 緒 美 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

弁護士 石塚・村松法律事務所
エンシュウ㈱社外取締役（監査等委員）
㈱河合楽器製作所社外取締役

安 形 哲 夫 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

⑵　会社役員の状況
①　取締役の状況（2025年11月30日現在）

（注）1. 一柳良雄氏、大久保和孝氏、村松奈緒美氏、安形哲夫氏は社外取締役であります。
2. 重要な社内会議に出席することにより情報収集の充実を図るとともに、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性の向上を

図るため、武川裕樹氏を常勤の監査等委員として選定しております。
3. 当社は、一柳良雄氏、大久保和孝氏、村松奈緒美氏、安形哲夫氏を東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、両取引所に届け出ております。
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②　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

③　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項の規定に基づき、当社グループの全役員（取締役、監査役及び執行役
員）を被保険者とした役員等賠償責任保険契約を締結し、保険料は全額当社が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者がその職務の執行に関して損害賠償請求がなされたことにより、被
保険者が負担することになる損害賠償金及び争訟費用等を当該保険契約により保険会社が填補するものであ
り、１年毎に契約更新しております。
　ただし、被保険者による犯罪行為等に起因する損害等については填補いたしません。

④　取締役の報酬等
イ．役員報酬等の内容に関する方針等

当社は、2025年２月21日開催の取締役会において、取締役（監査等委員を除く。以下「取締役」といい
ます。）の個人別報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。

また、取締役会は当事業年度に係る取締役の個人別報酬について、報酬等の内容の決定方法及び決定され
た報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針に基づき、指名・報酬委員会の審議を経た上で決定してい
ることから、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等の内容は次のとおりであります。

（a）基本方針
　当社の取締役の報酬は、外部調査機関による役員報酬調査データを参考にして、当社と同程度の事業
規模や関連する業種・業態に属する企業の報酬水準を踏まえ設計を行っております。取締役の報酬は基
本報酬と長期インセンティブ報酬としての株式報酬で構成され、中長期的な成長を動機づける設計とし
ております。また、社外取締役についてはその職務に鑑み基本報酬のみといたします。なお、退職慰労
金制度はありません。取締役の報酬等に関する方針及び基準の設定、変更に関しましては、指名・報酬
委員会の答申を経て取締役会で決定いたします。
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（b）基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　当社の取締役の基本報酬につきましては、サーラグループ理事制度に基づく理事資格等級別の定額の
報酬に、会社目標に対する達成状況並びに経営貢献度の評価を加えて個人別に算定を行い決定いたしま
す。なお、基本報酬は月額報酬として支給いたします。

（c）非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針
　当社は非金銭報酬として当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。以下、同
じ。）を対象に、業績連動型株式報酬制度を導入しております。本制度は、取締役の報酬と当社の連結
業績及び株式価値との連動性を明確にして、取締役が連結業績及び株価の変動・リスクを株主の皆さま
と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として
導入しております。業績連動指標は、財務指標として「連結営業利益」と「連結ROE」の２項目を適用
いたします。また、ESG指標として自社の事業活動を通じた「CO2排出削減量」を適用いたします。各
指標のウェイトは「連結営業利益」、「連結ROE」、「CO2排出削減量」それぞれ、４：４：２としま
す。（各指標達成時）当社は当社取締役会で定める株式交付規程に基づき、各取締役に対し、株式交付
規程に定めるポイント付与日において、役位及び業績目標の達成度等に応じたポイントを付与します。
各取締役は、付与されたポイントの数に応じて当社株式の交付を受けます。なお、１ポイントにつき交
付する当社株式の数は１株であります。また、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取
締役の退任時であります。

（d）金銭報酬の額、非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
　当社の取締役の報酬は、基本報酬と長期インセンティブ報酬としての株式報酬で構成され、各報酬の
比率は会社目標の達成時において概ね金銭報酬80％、株式報酬20％であります。

（e）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方法
　取締役の個人別の報酬のうち、基本報酬につきましては指名・報酬委員会の答申を受けて、当社代表
取締役及び主要子会社の代表取締役社長を兼務する当社取締役で構成される理事等級等審議会を経て代
表取締役社長兼グループ代表・CEOが決定いたします。また、株式報酬につきましては、役位及び業
績目標の達成度等に応じて毎年付与するポイント数が決定いたします。
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役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別総額（百万円）
対象となる

役員の員数（名）基本報酬
非金銭報酬等
（業績連動報酬）

取締役
（社外取締役を除く）

104 84 20 ５

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く）

15 15 － １

社外取締役 14 14 － ２

取締役（監査等委員）
（社外取締役）

14 14 － ２

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）1. 取締役（監査等委員を除く、以下「取締役」といいます。）の報酬限度額は、2020年２月21日開催の第18回定時株主総会におい
て年額200百万円以内（うち社外取締役分年額30百万円以内、ただし使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当
該株主総会終結時点の取締役の員数は７名（うち社外取締役は２名）であります。

　　上記の取締役の報酬限度額とは別枠で、2018年２月21日開催の第16回定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く。）を
対象とする新たな株式報酬制度の導入について決議いただいております。当初信託期間（2018年４月から2028年４月まで（予
定））において、取締役に交付するために必要となる当社株式の取得資金として信託へ拠出する金銭の上限は500百万円でありま
す。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く。）の員数は６名であります。なお、監査等委員会設置会社へ移行したこと
に伴い2020年２月21日開催の第18回定時株主総会において、あらためて取締役を対象とする本制度の導入について決議いただい
ております。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く。）の員数は５名であります。さらに、2025年２月21日開催の第
23回定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く。）を対象とする本制度に業績連動要素を追加することに伴う株式報酬等
の一部改定について決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く。）の員数は５名であります。

2. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2020年２月21日開催の第18回定時株主総会において年額60百万円以内と決議いただいて
おります。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は３名であります。

3. 上記の報酬等の総額には、当事業年度における取締役３名に対する株式報酬制度に係る費用計上額20百万円が含まれております。
4. 非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、業績連動型の株式報酬であります。株式交付の方法等は「イ．役員報酬等の内容に関する

方針等（c）非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針」に記載のとおりであります。業績連動の比率は固
定１に対し、業績連動0.75であり、業績連動指標は「連結営業利益」、「連結ROE（為替予約にかかるデリバティブ評価損益の影
響を除く）」、「CO2排出削減量」であります。なお、当事業年度の「連結営業利益」は73億円、「連結ROE（為替予約にかかる
デリバティブ評価損益の影響を除く）」は5.1％、「CO2排出削減量」は8,372トンであります。

5. 取締役会は、代表取締役社長兼グループ代表・CEO神野吾郎に対し、各取締役の基本報酬の額の決定を委任しております。委任し
た理由は会社目標に対する達成状況を勘案しつつ、各取締役の経営貢献度について評価を行うにあたり、代表取締役社長兼グループ
代表・CEO神野吾郎が適していると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、指名・報酬委員会がそ
の妥当性について確認し、当社代表取締役及び主要子会社の代表取締役社長を兼務する当社取締役で構成される理事等級等審議会の
審議を事前に経ております。
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⑤　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び会社と当該他の法人等との関係

・取締役一柳良雄氏は、株式会社一柳アソシエイツの代表取締役及び株式会社島精機製作所の社外取締役であ
ります。このうち、当社と株式会社一柳アソシエイツとの間には同社が主催する交流会の年会費支払い等の
取引関係がありますが、その金額は直近事業年度における当社グループ売上高の0.1％未満であります。当
社と株式会社島精機製作所との間には取引等の利害関係はありません。

・取締役大久保和孝氏は、株式会社大久保アソシエイツの代表取締役社長、株式会社SS Dnaformの代表取締
役社長、セガサミーホールディングス株式会社の社外取締役（監査等委員）、サンフロンティア不動産株式
会社の社外取締役（監査等委員）、株式会社ブレインパッドの社外取締役（監査等委員）、株式会社ＬＩＦ
ＵＬＬの社外取締役及び武蔵精密工業株式会社の社外取締役（監査等委員）であります。このうち、当社子
会社と株式会社ＬＩＦＵＬＬとの間には広告掲載等の取引関係がありますが、その金額は直近事業年度にお
ける当社グループ売上高の0.1％未満であります。また、当社子会社と武蔵精密工業株式会社との間には都
市ガス、LPガス販売等の取引関係がありますが、その金額は直近事業年度における当社グループ売上高の
0.1％未満であります。その他、当社と（前記２社を除く）各兼職先との間には取引等の利害関係はありま
せん。

・取締役（監査等委員）村松奈緒美氏は、石塚・村松法律事務所に所属する弁護士であります。当社と同法律
事務所との間には取引等の利害関係はありません。また、同氏はエンシュウ株式会社の社外取締役（監査等
委員）及び株式会社河合楽器製作所の社外取締役であります。このうち、当社子会社とエンシュウ株式会社
との間にはLPガス販売等の取引関係がありますが、その金額は直近事業年度における当社グループ売上高の
0.1％未満であります。また、当社子会社と株式会社河合楽器製作所との間には都市ガス販売等の取引関係
がありますが、その金額は直近事業年度における当社グループ売上高の0.1％未満であります。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 一柳　良雄

当事業年度に開催された取締役会７回の全てに出席いたしました。経営全
般にわたる高い見識から経営への監督、助言等を行うなど、意思決定の妥
当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また、指
名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会２回の全て
に出席しており、客観的・中立的立場で当社の取締役候補者の選定や取締
役の報酬等の決定過程における監督機能を担っております。

取締役 大久保　和孝

当事業年度に開催された取締役会７回の全てに出席いたしました。ガバナ
ンス、ファイナンス、コンプライアンス及びＣＳＲ分野における豊富な見
識から経営への監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確
保するための適切な役割を果たしております。また、指名・報酬委員会の
委員として、当事業年度に開催された委員会２回の全てに出席しており、
客観的・中立的立場で当社の取締役候補者の選定や取締役の報酬等の決定
過程における監督機能を担っております。さらに、上記以外の活動とし
て、当社及びセグメント基幹会社６社の総務部門責任者を主要な構成員と
するリスク・コンプライアンス勉強会において、リスクマネジメントやコ
ンプライアンスの分野において数多くの有益な提言等を行っております。

取締役
（監査等委員）

村松　奈緒美

当事業年度に開催された取締役会７回の全て、監査等委員会９回のうち８
回に出席いたしました。法律家の視点から業務執行の適法性や妥当性、会
計の適法性のチェック機能を担うとともに、専門的見地から適宜発言を行
うなど監査・監督機能強化において適切な役割を果たしております。ま
た、事業会社への往査を実施するなど、当社グループの理解に努め、適宜
有益な発言を行っております。さらに、指名・報酬委員会の委員として、
当事業年度に開催された委員会２回の全てに出席しており、客観的・中立
的立場で当社の取締役候補者の選定や取締役の報酬等の決定過程における
監督機能を担っております。

取締役
（監査等委員） 安形　哲夫

当事業年度に開催された取締役会７回の全て、監査等委員会９回の全てに
出席いたしました。長年にわたり自動車製造業等の経営に携わるなかで培
った豊富な経験や高い見識から適宜発言を行うなど監査・監督機能強化に
おいて適切な役割を果たしております。また、事業会社への往査を実施す
るなど、当社グループの理解に努め、適宜有益な発言を行っております。
さらに、指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会
２回の全てに出席しており、客観的・中立的立場で当社の取締役候補者の
選定や取締役の報酬等の決定過程における監督機能を担っております。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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報酬等の額（百万円）

・当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 39

・当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 108

⑶　会計監査人の状況
①　名称　　　EY新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

（注）１. 当社の子会社であるサーラエナジー株式会社、株式会社中部及びサーラ住宅株式会社につきましても、EY新日本有限責任監査法人が会
計監査人となっております。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分して
おらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

３. 当社監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査計画の内容、
職務執行状況や報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項及び第３項の
同意を行っております。

4. 連結子会社であるサーラエナジー株式会社及び株式会社サーラビジネスソリューションズは、EY新日本有限責任監査法人に対して、公
認会計士法第２条第１項の業務以外の業務として、それぞれ合意された手続業務及び情報セキュリティに関する助言業務を非監査業務
として委託しております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に
提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員
は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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⑷　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する取締役会決議の内容の概要は、以下のとおりであり
ます。（最終決定　2020年２月21日）

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・当社グループの役職員が、法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための規範である「サーラグルー
プ企業行動憲章」及び「サーラグループ行動規範」を定めるとともに、当社グループのコンプライアンス推
進組織として「コンプライアンス委員会」を設置することでコンプライアンス態勢の確立を図る。また、内
部通報制度である「コンプライアンス・ホットライン」の浸透・定着を推進する。

・管理本部長を当社グループのコンプライアンス責任者とする。また、当社総務部を当社グループのコンプラ
イアンス担当部署とし、コンプライアンス態勢の確立に関する取組みをグループ横断的に統括する。

・内部監査部門である当社監査部は、総務部と連携のうえ、当社グループのコンプライアンスの状況を監査す
る。

・反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方として、上記企業行動憲章及び行動規範に、それらの勢力とは断
固として対決する旨、また、それらの勢力とは関係を持たず、不当、不法な要求には一切応じない旨規定し
ている。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、「文書等」という。）
に記録し、保存する。取締役は、これらの文書等をいつでも閲覧できるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・管理本部長を委員長とする「リスクマネジメント委員会」を当社グループの経営リスクマネジメントの統括
組織とし、総務部をグループ横断的なリスクマネジメント担当部署とする。

・各セグメント、各社、各部署等に固有のリスクについては、それぞれの委員会・担当部署等において、その
分析や対応策の検討を行い、必要に応じて規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配
布等を行う。

・監査部は、総務部と連携のうえ、当社グループのリスク管理の状況を監査する。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・社外取締役の積極的な招聘により、意思決定の妥当性・透明性を高める。
・取締役会は中期経営計画を定め、当社グループの役職員が共有する全グループ的な目標、各セグメントの目
標、各部門の目標等を明確化する。

・当社の取締役（社外取締役を除く。）を構成員とする経営会議を毎月１回以上開催し､グループ経営の効率
化、意思決定の迅速化、情報の共有化、目標に対する進捗管理等を行う。

・当社の取締役会は、重要な業務執行の決定の一部を経営会議へ委任する。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・前記①及び③のとおり、コンプライアンス態勢の確立及びリスク管理については、当社グループ全体の課題
として推進する。

・後記⑧のとおり、監査等委員会に報告すべき事項については、当社グループの役職員に適用する。
・当社の監査部が当社グループ各社の業務監査、コンプライアンス・リスク管理に関する監査を行う。
・当社グループ各社による業務執行のうち重要なものは、経営会議規程に基づき経営会議に付議または報告さ
れ、さらに重要なものは、取締役会規則に基づき、当社取締役会に付議または報告される。

・監査等委員会と子会社監査役は、定期的な情報交換を通じ、当社グループの方針の徹底を図る。
・当社グループ各社は財務報告の信頼性・適正性を確保するため、各事業拠点における財務報告に関わる内部
統制システムの整備、運用状況を定期的に評価し、改善を行う。

⑥　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
・監査等委員会は、監査部所属の職員に監査業務に必要な事項を命令することができるものとする。

⑦　前号の取締役及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性並びに当該取
締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
・監査部所属の職員の任命、異動等人事権に係る事項の決定には、常勤監査等委員の事前の同意を得るものと
する。

・監査等委員会の職務を補助すべき使用人が、監査等委員会から指示を受けた業務を行う場合は、監査等委員
会の指揮命令に従うものとする。
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⑧　取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、そ
の他の監査等委員会への報告に関する体制
・当社及び当社グループ各社の代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、取締役会、経営会議等の重要な
会議において、随時、業務執行状況の報告を行う。

・当社グループの役職員は、当社グループに重大な損失を与える事項が発生または発生する恐れがあるとき、
役職員による違法または不正な行為を発見したとき、その他監査等委員会が報告すべきものと定めた事項が
生じたときは、常勤監査等委員または自らが所属する会社の監査役に速やかに報告する。

・当社グループは常勤監査等委員及び各社監査役への報告を行った役職員に対し、当該報告を行ったことを理
由とする不利な取扱いを禁ずる。

⑨　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・常勤監査等委員と代表取締役社長との間の定期的な意見交換会を設定する。
・監査等委員である取締役がその職務の執行について必要な費用（監査等委員会の職務の執行に関するものに
限る。）の前払い等の請求をしたときは、速やかに当該費用または債務を処理する。

【業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要】
・コンプライアンスに関しては、2025年７月を強化月間に定め、グループ役職員を対象とする研修・教育に
取り組みました。また、グループ全役職員を対象にハラスメント防止研修を実施したほか、内部通報相談窓
口の担当者を対象とした研修を実施するなどグループ役職員のコンプライアンス意識の向上を図りました。

・リスクマネジメントに関しては、2025年９月に大規模地震の発生を想定した「緊急時対応訓練」を実施し
ました。グループの全役職者を対象とした安否確認訓練や当社及び主要子会社間で被害状況等の情報伝達を
行う訓練に取り組み、グループを挙げて緊急時対応レベルの向上を図りました。また、サイバーインシデン
ト発生時の対応計画を策定するとともに、セキュリティインシデント訓練を実施しインシデント発生時の対
応力の強化に努めました。

・経営会議を毎月１回開催し、取締役会からの委任事項のほか経営方針、経営戦略等の審議を行い、迅速な意
思決定による機動的な経営の確保に努めました。

・財務報告に係る内部統制の評価に関しては、連結ベースの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制の評
価を行った上で、重要な事業拠点の業務プロセスの評価を実施し、内部統制の有効性に関する評価を行いま
した。また、その結果について取締役会へ報告を行いました。

・常勤監査等委員は、取締役会やその他重要な会議に出席して情報交換を行うとともに、重要な決裁書類を閲
覧し、子会社監査役、監査部及び会計監査人と連携することにより、監査の実効性の向上に努めました。
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⑸　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、配当の基本方針を「配当は前期以上を維持しつつ、かつ為替予約に係るデリバティブ評価損益の影響を除
く連結配当性向40％以上とします。また、自己株式の取得につきましては、市場環境や資本効率を勘案し機動的に
実施します。」と定めております。
　当社連結子会社のサーラｅパワー株式会社が外貨建輸入材仕入取引の支払いに充てるため、2017年11月に為替予
約を締結したことにより、当面の間、毎四半期末に為替予約の時価評価差額がデリバティブ評価損益として計上され
る見込みであります。この時価評価差額はキャッシュ・フローの動きを伴わない期末日時点の時価評価に過ぎないた
め、利益配分の基準となる原資からこのような変動要因を除いております。
　当期の期末配当につきましては、2026年１月13日開催の取締役会において上記配当の基本方針に基づき普通配当
を１株当たり16円と決定させていただきました。（効力発生日：2026年１月30日）
　この結果、当期の年間配当金は中間配当金16円と合わせ、１株当たり32円となります。
　また、為替予約に係るデリバティブ評価損益の影響を除いた連結配当性向は45.7％となります。
　なお、次期の配当につきましても、上記の基本方針に従い実施していく予定であります。
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連結貸借対照表 (単位：百万円)

科目 第24期
2025年11月30日現在 科目 第24期

2025年11月30日現在

資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形、売掛金及び契約資産
電子記録債権
リース投資資産
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
導管
土地
リース資産
建設仮勘定
その他
無形固定資産
のれん
その他
投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
退職給付に係る資産
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

95,110
31,881
35,069
1,982
1,823

14,685
5,283
354

4,226
△196

123,235
82,694
21,811
6,647

13,236
34,262

800
5,129
805
6,930
1,114
5,815
33,610
12,463

823
9,783
918

10,015
△393 　

負債の部
流動負債 65,449

支払手形及び買掛金 22,799
電子記録債務 5,898
短期借入金 4,356
１年内返済予定の長期借入金 8,972
未払法人税等 2,324
賞与引当金 3,132
役員賞与引当金 5
完成工事補償引当金 88
工事損失引当金 85
ポイント引当金 241
その他 17,545

固定負債 59,328
長期借入金 46,949
リース債務 1,067
繰延税金負債 312
役員退職慰労引当金 167
株式報酬引当金 768
修繕引当金 87
退職給付に係る負債 7,991
その他 1,983

負債合計 124,777
純資産の部
株主資本 81,630
資本金 8,025
資本剰余金 25,322
利益剰余金 49,488
自己株式 △1,206
その他の包括利益累計額 10,085
その他有価証券評価差額金 2,417
繰延ヘッジ損益 543
退職給付に係る調整累計額 7,124
非支配株主持分 1,852
純資産合計 93,567

資産合計 218,345 負債純資産合計 218,345

連結計算書類

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書 (単位：百万円)

科目
第24期

2024年12月 1 日から
2025年11月30日まで

売上高 251,533
売上原価 190,277
売上総利益 61,255
販売費及び一般管理費 53,874
営業利益 7,381
営業外収益 3,082
受取利息 62
受取配当金 146
仕入割引 48
デリバティブ評価益 1,892
持分法による投資利益 476
その他 455

営業外費用 537
支払利息 369
その他 167

経常利益 9,927
特別利益 169
固定資産売却益 72
新株予約権戻入益 71
投資有価証券売却益 26

特別損失 951
固定資産除売却損 379
投資有価証券売却損 7
投資有価証券評価損 102
減損損失 367
その他 94

税金等調整前当期純利益 9,145
法人税、住民税及び事業税 3,385
法人税等調整額 △264
当期純利益 6,024
非支配株主に帰属する当期純利益 153
親会社株主に帰属する当期純利益 5,870

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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第24期（2024年12月１日から2025年11月30日まで） (単位：百万円)
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
2024年12月 1 日残高 8,025 25,307 45,859 △1,231 77,959
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,178 △2,178
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 5,870 5,870
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 0 26 26
連 結 範 囲 の 変 動 △62 △0 △62
新 株 予 約 権 の 失 効 ー
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 15 15
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 (純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 15 3,629 25 3,670
2025年11月30日残高 8,025 25,322 49,488 △1,206 81,630

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新株予約権 非支配株主

持 分 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

退職給付に
係 る
調整累計額

その他の包
括 利 益
累計額合計

2024年12月 1 日残高 1,555 466 4,003 6,025 ー 1,633 85,618
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,178
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 5,870
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 26
連 結 範 囲 の 変 動 1 1 71 10
新 株 予 約 権 の 失 効 △71 △71
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 15
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 (純額) 859 77 3,121 4,058 ー 218 4,276

連結会計年度中の変動額合計 861 77 3,121 4,060 ー 218 7,949
2025年11月30日残高 2,417 543 7,124 10,085 ー 1,852 93,567

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表 (単位：百万円)

科目 第24期
2025年11月30日現在 科目 第24期

2025年11月30日現在

資産の部
流動資産

現金及び預金

売掛金

未収入金

関係会社短期貸付金

その他
固定資産
有形固定資産
建物

構築物

車両運搬具

工具、器具及び備品

土地

リース資産
無形固定資産
ソフトウェア

その他
投資その他の資産
投資有価証券

関係会社株式

関係会社長期貸付金

繰延税金資産

その他

貸倒引当金　

23,001
974

2

1,484

20,529

9
90,619
868
806

0

12

8

39

0
6
6

0
89,744

892

50,586

38,195

198

43

△172 　

負債の部
流動負債 21,127

短期借入金 500
関係会社短期借入金 10,900
１年内返済予定の長期借入金 8,113
リース債務 0
未払金 1,292
未払費用 216
未払法人税等 11
賞与引当金 84
その他 9

固定負債 45,660
長期借入金 45,074
リース債務 0
退職給付引当金 15
株式報酬引当金 118
資産除去債務 3
その他 448

負債合計 66,788
純資産の部
株主資本 46,825
資本金 8,025
資本剰余金 34,983
資本準備金 29,984
その他資本剰余金 4,999

利益剰余金 5,022
その他利益剰余金 5,022
繰越利益剰余金 5,022

自己株式 △1,206
評価・換算差額等 6
その他有価証券評価差額金 6

純資産合計 46,832
資産合計 113,620 負債純資産合計 113,620

計算書類

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 (単位：百万円)

科目
第24期

2024年12月１日から
2025年11月30日まで

営業収益 3,733

経営指導料 1,465

受取配当金 2,221

その他 46

一般管理費 1,663

営業利益 2,069

営業外収益 401

受取利息 334

貸倒引当金戻入額 16

投資事業組合運用益 41

その他 8

営業外費用 323

支払利息 323

経常利益 2,146

税引前当期純利益 2,146

法人税、住民税及び事業税 9

法人税等調整額 △34

当期純利益 2,172
（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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第24期（2024年12月１日から2025年11月30日まで） (単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2024年12月１日残高 8,025 29,984 4,999 34,983 5,029 5,029 △1,231 46,806
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △2,178 △2,178 △2,178
当 期 純 利 益 2,172 2,172 2,172
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 26 26
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － △6 △6 25 18
2025年11月30日残高 8,025 29,984 4,999 34,983 5,022 5,022 △1,206 46,825

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2024年12月１日残高 7 7 46,814
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △2,178
当 期 純 利 益 2,172
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 26
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △1 △1 △1

事業年度中の変動額合計 △1 △1 17
2025年11月30日残高 6 6 46,832

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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EY新日本有限責任監査法人
名古屋事務所
指定有限責任社員 公認会計士 水谷　洋隆業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 松浦　俊行業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
２０２６年１月１３日

株式会社サーラコーポレーション
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社サーラコーポレーションの２０２４年１２月１日から２０２５
年１１月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サーラ
コーポレーション及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

監査報告
連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため
に、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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EY新日本有限責任監査法人
名古屋事務所
指定有限責任社員 公認会計士 水谷　洋隆業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 松浦　俊行業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
２０２６年１月１３日

株式会社サーラコーポレーション
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社サーラコーポレーションの２０２４年１２月１日から２
０２５年１１月３０日までの第２４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

当監査等委員会は、２０２４年１２月１日から２０２５年１１月３０日までの第２４期事業年度における取締役の職務の執行を監

査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第３９９ 条の１３ 第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決

議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期

的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役

及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社

において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び

情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ

れることを確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会

計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書

及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

監査等委員会の監査報告
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⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

株式会社サーラコーポレーション　監査等委員会

常勤監査等委員 武 川 裕 樹 ㊞
監査等委員 村　松　奈緒美 ㊞
監査等委員 安 形 哲 夫 ㊞

２０２６年１月１３日

　

（注）監査等委員村松奈緒美及び安形哲夫は、会社法第２条第１５号及び第３３１条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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会場
　

ホテルアークリッシュ豊橋　５階　ザ・グレイス
愛知県豊橋市駅前大通一丁目55番地　TEL（0532）51-1111

交通
　

豊橋駅
東口より徒歩１分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図
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